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１．は じ め に

本稿では，都市区分別に生活保護受給の実態につい
て分析することを目的とする。
生活保護制度は，最低限度の生活の保障と自立の助

長を図ることを目的とした公的扶助の中核であり，国
民生活の最終的なセーフティ・ネットである。
人口に対する生活保護受給者数の割合を示す生活保

護率は，現行の生活保護法施行直後の１９５２年度には，
２３.８‰と高い水準にあったが，その後急激に低下し，
１９６０年度には１７.４‰となった。その後も低下を続け，
１９７５年度には１２.１‰となり，１９８５年度ごろまでほぼ横
ばい状態を示していた。その後再び低下をはじめ，
１９９５年度の７.０‰を底に上昇に転じ，２００６年度には
１１.８‰と１０‰を大きく超えるまでになっている。
このような近年の生活保護率の推移や実態について

分析を行った先行研究としては，城戸１），小渕２）などが
あげられるが，都市区分に着目した実態の把握は，筆
者の知る限り，あまり多くない。しかし図１－１から
も明らかなように，生活保護率の推移は市部と郡部に
おいて大きな違いがみられる。
そこで本稿では，指定都市，中核市，市部（指定都

市，中核市を除く），郡部の区分を都市区分とし，区分
ごとに生活保護受給の実態にどのような違いがみられ

るのか，またその背景にはどのようなことがあるのか
を把握することを目的とする。このような分析を行う
ことは低所得に陥り生活保護受給にいたる原因を把握
し，これを解決していく効果的な施策を講じていくた
めに重要なことであると考えられるだろう。

２．分析方法と資料

下記のような資料を用いて生活保護の被保護実人員
数，被保護実世帯数及び構成比率等を都市区分別に求
めた。
被保護実人員及び被保護実世帯の資料として主に厚
生労働省「福祉行政報告例」を用いた。人口及び世帯
の資料としては総務省「国勢調査」を用いた。都市区
分は「福祉行政報告例」に準じ，指定都市，中核市，
市部（指定都市，中核市を除く），郡部の４区分を基本
とした。なお資料の制約上，東京都区部は市部に含ま
れている。人員数及び世帯数については同資料のデー
ターが１２か月の累計となっているため１２で割り，１か
月平均を算出し,都市区分ごとに合計した。ただし，
函館市と下関市については平成１７年１０月に中核市と
なったため，６で割って１か月平均を求めることとし
た。資料の制約上，対象年度は平成１７年度である。ま
た，同資料でデーターが得られないものについては，
厚生労働省「被保護者全国一斉調査」を用いたが，分
析時において最新のデーターが平成１６年であり，これ
を用いることとした。

３．分析結果と考察

（１）被保護実人員数及び被保護実世帯数
まず，被保護実人員数及び被保護実世帯数について
みていこう。表３－１は人口１０００人当たり被保護実人
員数及び主な扶助人員数を示したものである。人口
１０００人当たり被保護実人員数の値は保護率（‰）を示
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図１－１ 市部・郡部の保護率の推移（‰）
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している。指定都市の被保護実人員数は，人口１０００人
当たり１９.４人であった。中核市では１３.１人と指定都市
よりも６.３人少ない。指定都市及び中核市を除いた市
部においては９.８人となり，郡部では７.５人と，さらに少
ない値を示していた。指定都市の被保護実人員数は郡
部の２.６倍にもなっており，都市区分が上がるほど人口
１０００人当たり被保護実人員数が多いことがわかる＊１。
主な扶助別にみてみよう。生活扶助は指定都市で人口
１０００人当たり１７.６人，中核市で１１.９人，市部で８.８人，郡
部で６.５人と生活保護全体の被保護実人員数と同様の
傾向を示していることがわかる。住宅扶助について
は，指定都市が１７.０人，中核市が１０.９人，市部が７.９人，
郡部が４.６人という値となっており，特に郡部が小さい
値を示している。指定都市の値は郡部の約３.７倍にも
なっていた。また，介護扶助においては，指定都市が
２.０人，中核市が１.４人，市部が１.１人，郡部が１.１人で
あった。指定都市の値が郡部の１.８倍と，他の扶助に比
べてその差が小さいことがわかる。いずれの扶助につ
いても，都市区分が上がるほど人口１０００人当たり扶助
人員数が多いことがわかるが，扶助の種類によって，
やや特徴が異なっていることを示しているといえるだ
ろう。そこでこれをもう少し詳しくみていくこととし
よう。
表３－２は被保護実人員数に対する主な扶助人員数
の比率を，被保護実人員数を１００として示したもので
ある。重複計上をした扶助人員数は， 被保護実人員
１人当たり平均何種類の扶助を受けているかを示して
いると考えられる。指定都市で２８０.３，中核市で２７７.６，
市部で２７３.５，郡部で２５８.８と都市区分が下がるほど低
い値を示しており，特に郡部でより低い値を示してい
ることがわかる。住宅扶助をみると，指定都市で８７.３，
中核市で８３.２，市部で８０.０と８０以上の値を示している
のに対し，郡部では６１.３と他の区分に比して極めて低
い値となっている。総務省「家計調査報告」（平成１９年）
による都市階級別持家率は大都市で５７.４％，町村で
８７.９％と，階級が下がるにしたがって高くなっており，
被保護世帯についても同様の傾向がみられることが推
察される。このことが先の重複計上をした扶助人員数
の差異に影響を与えているひとつの要因であると考え
られよう。また介護扶助については指定都市で１０.４，
中核市で１０.８，市部で１１.１，郡部で１４.１と他の扶助と異
なり，郡部でその値が高くなっていることがわかる。
医療扶助についても，指定都市で８０.４，中核市で８０.９，
市部で８２.２，郡部で８６.２と，介護扶助と同じような傾向
を示している。郡部では現物給付である医療扶助や介
護扶助の単給が都市部に比べて多いのかも知れない。
次に世帯単位でみていこう。表３－３は１０００世帯当

たり被保護実世帯数及び主な扶助世帯数を示したもの
で，いわゆる世帯保護率（‰）を示している。１０００世帯
当たり被保護実世帯数は，指定都市で３２.６世帯，中核

市で２３.２世帯，市部で１８.３世帯，郡部で１５.３世帯と，実
人員数でみた場合と同様に，都市区分が上がるほど実
世帯数が多い傾向にあるが，指定都市の実世帯数は郡
部の２.１倍と，実人員数のそれよりもやや較差が小さく
なっている。これは都市部と郡部の１世帯当たり世帯
人員数の違いや世帯類型の違いによるものかもしれな
い。
主な扶助世帯数についてみよう。生活扶助は指定都
市で２８.９世帯，中核市で２０.６世帯，市部で１５.９世帯，郡
部で１２.７世帯となっており，都市区分が上がるほど世
帯数が多くなっていることがわかる。住宅扶助につい
ては，指定都市で２７.７世帯，中核市で１９.０世帯，市部で
１４.３世帯，郡部で８.９世帯と，実人員でみたときよりは
ややその較差は小さいが，郡部が他に比して小さい値
を示していることがわかる。介護扶助については指定
都市で４.５世帯，中核市で３.５世帯，市部で２.８世帯，郡部
で３.０世帯であった。実人員数でみた場合と同様に他
の扶助に比してその差が小さいことわかるが，指定都
市が郡部の１.５倍しかなく，その傾向はより強いものと
なっている。
表３－４は被保護実世帯数に対する主な扶助世帯数
の比率を，被保護実世帯数を１００として示したもので
ある。重複計上をした扶助世帯数は指定都市で２８６.３，
中核市で２８７.５，市部で２７９.５郡部では２６２.９となってお
り，郡部でより小さな値を示していることがわかる。
住宅扶助をみると，指定都市で８５.１，中核市で８１.６，市
部で７７.９となっているのに対し，郡部では５７.８と他の
区分に比して極めて低い値となっている。これについ
てもやはり実人員数でみたときと同じ傾向があること
わかる。介護扶助についてみよう。指定都市で１４.０，
中核市で１５.０，市部で１５.０，郡部で１９.４となっており，
実人員でみた場合と同様に，郡部でその値が高くなっ
ていることがわかる。またこの値は実人員でみた場合
に比していずれの都市区分においても３.６～５.３％ポイ
ントほど高い値を示していることが特徴的である。医
療扶助についても，指定都市で８７.４，中核市で８９.８，市
部で８９.４，郡部で９２.４と，介護扶助と同様，郡部におい
てその値がやや高くなっていることがわかる。
これらの結果より，生活保護及び各扶助において，
人口１０００人当たり被保護実人員，１０００世帯当たり被保
護実世帯数のいずれも，都市区分が上がるほどその値
は大きくなることがわかったが，被保護実人員数や被
保護実世帯数に対する各扶助の比率をみると，郡部で
は都市部に比べて，住宅扶助の比率が低いが，介護扶
助や医療扶助といった現物給付はより高い比率となっ
ていることが明らかになった。このことは，生活に困
窮した際に必要な援助の種類が都市部と郡部では異な
ることを示唆しているといえるだろう。これは，世帯
類型の違いや世帯人員数の違いによるものである可能
性が考えられるため，この点について分析を行ってい
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こう。

（２）世帯類型及び世帯区分
世帯類型や世帯区分に着目しよう。ここでは資料と

して用いた厚生労働省「福祉行政報告例」の分類に基
づき，世帯区分は，単身者世帯と２人以上の世帯の分
類を指し，世帯類型は高齢者世帯，母子世帯，障害者
世帯，傷病者世帯，その他の世帯の５分類を指してい
る。
表３－５は世帯類型別現に保護を受けた世帯数の構

成比率を示したものである。資料の制約上，市部と郡
部の区分が可能でなく，やむを得ず指定都市，中核市，

都道府県（指定都市，中核市を除く。以下都道府県と
する）の３区分で分析を行った。
いずれの都市区分においても構成比率は，その他の
世帯を除くと，高いものから高齢者世帯，傷病者世帯，
障害者世帯，母子世帯の順となっていた。高齢者世帯
がいずれの都市区分においても最も大きい比率を占め
ているものの，中核市においては４１.６％と，指定都市
の４３.４％及び都道府県の４４.０％に比してやや小さい値
を示している。また母子世帯については中核市が最も
高く，１０.４％で，次いで指定都市の９.５％，都道府県は
他の都市区分に比してやや小さい値７.９％という値を
示しているのが特徴である。

表３－１ 人口１０００人当たり被保護実人員数及び主な扶助人員数（重複計上） 単位：人

医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助扶助人員数現に保護を
受けた人員

被保護実人
員数

１５.６２.０１.９１７.０１７.６５４.５１９.４１９.４指 定 都 市
１０.６１.４１.３１０.９１１.９３６.５１３.１１３.１中 核 市
８.１１.１０.９７.９８.８２６.９９.８９.８市 部
６.５１.１０.６４.６６.５１９.４７.５７.５郡 部
９.５１.３１.１９.３１０.３３１.７１１.５１１.６全 国

資料：厚生労働省「福祉行政報告例」（平成１７年度），総務省「国勢調査」（平成１７年）

表３－２ 被保護実人員数に対する主な扶助人員数の比率（重複計上）

医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助扶助人員数現に保護を
受けた人員

被保護実人
員数

８０.４１０.４９.６８７.３９０.５２８０.３９９.９１００.０指 定 都 市
８０.９１０.８１０.１８３.２９０.４２７７.６９９.８１００.０中 核 市
８２.２１１.１８.８８０.０８９.１２７３.５９９.８１００.０市 部
８６.２１４.１８.６６１.３８６.５２５８.８９９.７１００.０郡 部
８１.９１１.１９.２８０.９８９.５２７４.８９９.８１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－３ １０００世帯当たり被保護実世帯数及び主な扶助世帯数（重複計上） 単位：世帯

医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助扶助世帯数現に保護を
受けた世帯

被保護実世
帯数

２８.５４.５２.８２７.７２８.９９３.３３２.５３２.６指 定 都 市
２０.９３.５２.２１９.０２０.６６６.７２３.２２３.２中 核 市
１６.４２.８１.４１４.３１５.９５１.３１８.３１８.３市 部
１４.２３.０１.２８.９１２.７４０.３１５.３１５.３郡 部
１８.９３.２１.８１６.７１８.５５９.７２１.２２１.２全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－４ 被保護実世帯数に対する主な扶助世帯数の比率（重複計上）

医療扶助介護扶助教育扶助住宅扶助生活扶助扶助世帯数現に保護を
受けた世帯

被保護実世
帯数

８７.４１４.０８.７８５.１８８.６２８６.３９９.９１００.０指 定 都 市
８９.８１５.０９.５８１.６８８.７２８７.５９９.８１００.０中 核 市
８９.４１５.０７.８７７.９８６.８２７９.５９９.８１００.０市 部
９２.４１９.４７.６５７.８８２.９２６２.９９９.８１００.０郡 部
８９.１１５.１８.３７８.７８７.２２８１.１９９.８１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。
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表３－６は世帯区分別現に保護を受けた世帯数の構
成比率を示したものである。この表によるといずれの
都市区分においても単身者世帯が７０％以上の大きな比
率を占めているが，指定都市の７４.５％や都道府県の
７３.８％に比べて，中核市は７１.８％と若干低い値となっ
ていることがわかる。
単身者世帯が現に保護を受けた世帯の中で非常に大
きい比率を示していることを踏まえ，表３－５の世帯
類型別現に保護を受けた世帯数の構成比率を総数だけ
ではなく，さらに世帯区分，つまり２人以上の世帯と
単身者世帯に分けてみることとしよう。
表３－７は２人以上の世帯について世帯類型別に現

に保護を受けた世帯の構成比率を示したものである。
２人以上の世帯においては，総数でみた場合と異な
り，いずれの都市区分においても最も高い構成比率を
占めるのは，母子世帯で，指定都市では３７.１％，中核市
で３６.７％となっている。都道府県ではやや低く，
３０.２％という値を示していた。総数でみた場合にいず
れの都市区分でも４０％以上の高い構成比率を示してい
た高齢者世帯は，都市区分のうち最も高い都道府県で
も２０.２％で，指定都市では１７.９％，中核市で１７.４％と総
数でみた場合の２分の１以下の値を示していた。
表３－８は単身者世帯について世帯類型別に現に保
護を受けた世帯の構成比率を示したものである。単身
者世帯においては，高齢者世帯がいずれの都市区分に
おいても５０％を超える非常に高い比率を占めており，
都市区分による大きな違いはみられなかった。
各世帯類型の世帯総数に占める現に保護を受けた世
帯数の比率はどうなっているのだろうか。資料によっ
て定義が異なるなどの制約があり，高齢者世帯や母子
世帯については分析を行うことができなかったが，２
人以上の世帯に比べ現に保護を受けた世帯数の構成比
率の高かった単身者世帯についてみていくこととしよ
う。この単身者世帯全体に占める現に保護を受けた世
帯数の比率を示したものが表３－９である。単身者世
帯全体でみると，都市区分によって明らかな違いがみ
られる。指定都市では６７.６‰，中核市で５６.１‰，都道府
県では３０.１‰となっており，都市区分が下がるにした
がって小さな値を示しているが，特に，都道府県で低
い値を示している。また，表３－３で示したいわゆる
世帯保護率と比較すると，指定都市及び中核市では，
２倍以上の値を示しているが都道府県では２倍にはい
たっていないことがわかる。
次に高齢単身者世帯に限ってみてみよう。高齢単身
者世帯全体に占める現に保護を受けた世帯数の比率
は，指定都市では１５３.４‰，中核市では１１０.６‰，都道府
県で５９.０‰なっており，いずれの都市区分でも単身者
世帯全体でみた場合よりもさらに高い値を示している
ことがわかるが，都道府県と指定都市，中核市との差
異が際立つ結果となっている。

これらのことが，表３－３でみた都市区分による世
帯保護率の違いに影響を与えていると考えられるだろ
う。
大都市で高齢単身者世帯が被保護世帯となる率が高
い理由として，世帯の労働力類型，他の世帯からの所
得移転，公的年金の受給状況などが影響を与えている
可能性があるが，資料の制約上分析が難しく，今後の
課題としたい。

（３）世帯の労働力類型
次に現に保護を受けた世帯を労働力類型別にみてみ
よう。
表３－１０は世帯の労働力類型別に現に保護を受けた
世帯数の構成比率を示したものである。これによる
と，働いている者のいない世帯がその大部分を占めて
いるが，いずれの都市区分においても世帯主が働いて
いる世帯であるにもかかわらず生活保護を受けている
世帯も１０％前後を占めていることがわかる。指定都市
では世帯主が働いている世帯が１０.８％，中核市では
１０.４％，都道府県で９.８％と，あまり大きな差とはいえ
ないが，都市区分が上がるほど高い値を示している。
またこれらの世帯のうち，常用勤労者は指定都市で
８.５％，中核市で７.９％，都道府県で５.８％となっており，
都道府県で常用勤労者の構成比が低い値を示している
ことがわかる。
さらに詳しく分析するために，世帯類型別にみてみ
よう。
資料の制約上，都市区分で分析することはできず，
生活保護の保護基準の級地別に分析することとした。
保護基準は生活様式，物価の違いなどによる生活水準
の差に対応して，全国の市町村を６区分の級地（１級
地－１・１級地－２・２級地－１・２級地－２・３級
地－１・３級地－２）に分類したものである。おおむ
ね，１級地は大都市及びその周辺市町，２級地は県庁所
在地はじめとする中都市，３級地はその他の市町村と
なっている。ここでは，１級地計，２級地計，３級地計の
３区分を用いて分析することとしよう。
世帯業態別被保護世帯数の構成比率を表３－１１でみ
てみよう。先にみた被保護世帯のうち就労している世
帯の占める比率についても，１級地計で１２.６％，２級地
計で１１.３％，３級地計で１０.５％となっており，級地が下
がるほど小さい値を示している。また，１か月以上の
雇用契約による常用雇用の比率は１級地計で９.２％，２
級地計で７.８％，３級地計で４.１％と，３級地計で低い値を
示しており，用いた資料において，対象とした世帯が
現に保護を受けた世帯であるか被保護世帯であるかの
違いや，分類が労働力類型別と世帯業態別の違いはあ
るが，表３－１０と同様の傾向がみられるといってよい
だろう。
表３－１２及び表３－１３は被保護世帯を高齢者世帯
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表３－５ 世帯類型別現に保護を受けた世帯数の構成比率（総数） 単位：％

その他の
世 帯傷病者世帯障害者世帯母子世帯高齢者世帯総 数

１２.６２３.５１１.０９.５４３.４１００.０指定都市
９.２２７.９１１.０１０.４４１.６１００.０中 核 市

９.４２７.２１１.５７.９４４.０１００.０都道府県（指定都市，
中核市を除く）

１０.３２６.２１１.３８.７４３.５１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－６ 世帯区分別現に保護を受けた世帯数の構成比率 単位：％

２人以上の世帯単身者世帯総 数

２５.５７４.５１００.０指定都市
２８.２７１.８１００.０中 核 市

２６.２７３.８１００.０都道府県（指定都市，
中核市を除く）

２６.３７３.７１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－７ 世帯類型別現に保護を受けた世帯数の構成比率（２人以上の世帯）単位：％

その他の
世 帯傷病者世帯障害者世帯母子世帯高齢者世帯総 数

２０.２１６.７８.２３７.１１７.９１００.０指定都市
１６.５２２.４７.０３６.７１７.４１００.０中 核 市

１７.２２４.３８.１３０.２２０.２１００.０都道府県（指定都市，
中核市を除く）

１８.０２１.８８.０３３.１１９.１１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－８ 世帯類型別現に保護を受けた世帯数の構成比率（単身者世帯）単位：％

その他の
世 帯傷病者世帯障害者世帯高齢者世帯総 数

１０.０２５.９１２.０５２.２１００.０指定都市
６.３３０.０１２.６５１.１１００.０中 核 市

６.７２８.２１２.７５２.４１００.０都道府県（指定都市，
中核市を除く）

７.６２７.８１２.５５２.２１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－９ 単身者世帯総数に占める現に保護を受けた単身者世帯の比率 単位：‰

高齢単身者世帯単身者世帯

１５３.４６７.６指定都市
１１０.６５６.１中 核 市

５９.０３０.１都道府県（指定都市，中核市を除く）

１０３.４５３.０全 国

資料：表３－１に同じ。
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表３－１０ 世帯の労働力類型別現に保護を受けた世帯数の構成比率 単位：％

働いている者
のいない世帯

世帯主は働い
ていないが世
帯員が働いて
いる世帯

世帯主が働いている世帯総 数

その他の
就業者内職者日雇労働者常用勤労者総 数

８６.８２.４０.６０.５１.１８.５１０.８１００.０指定都市
８７.２２.５０.８０.５１.２７.９１０.４１００.０中 核 市

８７.８２.４１.６０.７１.７５.８９.８１００.０都道府県（指定都市，
中核市を除く）

８７.４２.４１.２０.６１.５６.９１０.１１００.０全 国

資料：表３－１に同じ。

表３－１１ 世帯業態別被保護世帯数の構成比率（被保護世帯全体） 単位：％

総 数３級地計２級地計１級地計
１００.０１００.０１００.０１００.０総 数 総 数
１１.８１０.５１１.３１２.６就 労
０.６１.９０.３０.２自 営
０.４１.６０.００.０農 業
０.２０.３０.３０.２農業外
７.７４.１７.８９.２常 用
７.２３.７７.４８.６期間の定めあり
０.５０.３０.４０.６期間の定めなし
２.１２.５２.０２.０日 雇
０.７１.１０.６０.６内 職
０.７１.００.７０.７その他
８８.２８９.５８８.７８７.４不就労

資料：厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（平成１６年）

表３－１２ 世帯業態別被保護世帯数の構成比率（高齢者世帯） 単位：％

総 数３級地計２級地計１級地計
１００.０１００.０１００.０１００.０高齢者世帯 総 数
３.４４.７２.７３.２就 労
０.７２.４０.２０.２自 営
０.５２.２０.００.０農 業
０.２０.２０.２０.２農業外
１.４０.７１.３１.７常 用
１.３０.６１.３１.５期間の定めあり
０.１０.００.１０.２期間の定めなし
０.７０.７０.６０.７日 雇
０.４０.５０.４０.３内 職
０.３０.４０.２０.３その他
９６.６９５.３９７.３９６.８不就労

資料：表３－１１に同じ。
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と，それ以外の世帯とに分けて世帯業態別被保護世帯
数の構成比率をみたものである。
高齢者世帯においてはいずれの級地においても就労

している世帯は少ないことがわかる。１級地計で
３.２％，２級地計で２.７％，３級地計で４.７％と，３級地計で
やや高い値を示しているが，これは農業を含む自営の
多さに起因している。常用雇用をみると１級地計で
１.７％，２級地計で１.３％，３級地計で０.７％と級地が下が
るほど低い値を示していることがわかる。

総数から高齢者世帯を除いた世帯においては，就労
している世帯の比率は１級地計で２１.１％，２級地計で
１９.０％，３級地計で１６.３％となっていた。常用雇用につ
いてみると，１級地計で１５.９％，２級地計で１３.５％，３級
地計で７.５％と，級地が下がるほど値が低くなっている
ことがわかる。また，そのほとんどが期間の定めのあ
る雇用であった。この傾向は総数でみた場合よりも明
確なものとなっている。このことより，都市部におい
ては常用雇用として就労しているが，その多くは期間

表３－１３ 世帯業態別被保護世帯数の構成比率（総数－高齢者世帯） 単位：％

総 数３級地計２級地計１級地計
１００.０１００.０１００.０１００.０総数－高齢者世帯 総 数
１９.６１６.３１９.０２１.１就 労
０.５１.４０.４０.２自 営
０.２１.００.００.０農 業
０.２０.３０.３０.２農業外
１３.５７.５１３.５１５.９常 用
１２.７６.８１２.８１４.９期間の定めあり
０.９０.６０.７１.０期間の定めなし
３.４４.２３.２３.１日 雇
１.０１.８０.９０.８内 職
１.１１.５１.１１.０その他
８０.４８３.７８１.０７８.９不就労

資料：表３－１１に同じ。

表３－１４ 世帯業態別被保護世帯数の構成比率（母子世帯） 単位：％

総 数３級地計２級地計１級地計
１００.０１００.０１００.０１００.０母 子 世 帯 総 数
４８.２３９.２４６.６５１.１就 労
０.３０.００.４０.３自 営
０.００.００.００.０農 業
０.３０.００.４０.３農業外
３９.９２５.３３８.３４４.２常 用
３７.４２３.４３６.０４１.６期間の定めあり
２.４１.９２.３２.６期間の定めなし
６.１１０.２６.１５.１日 雇
１.５３.２１.４１.１内 職
０.４０.６０.３０.５その他
５１.８６０.８５３.４４８.９不就労

資料：表３－１１に同じ。

表３－１５ 理由別被保護世帯数の構成比率（母子世帯） 単位：％

総 数３級地計２級地計１級地計
１００.０１００.０１００.０１００.０母子（総数）世帯
３.７５.０３.３３.５母子（死別）世帯
８６.２８４.８８７.４８６.０母子（離別）世帯
１０.２１０.２９.３１０.５母子（その他）世帯

資料：表３－１１に同じ。
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の定めのある雇用であり，その結果生活に困窮すると
いう，従来あまり多くみられなかったような生活保護
受給のパターンの増加傾向が現れてきているとみるこ
ともできる。
次に２人以上の世帯において高い構成比を示してい
た母子世帯についてみていこう。
表３－１４は母子世帯の世帯業態別に被保護世帯数の

構成比率を示したものである。
母子世帯で就労している世帯の比率は，１級地計で

５１.１％，２級地計で４６.６％，３級地計で３９.２％と，いずれ
の級地においても，先にみた総数から高齢者世帯を除
いた世帯に比して非常に高い値を示していることがわ
かるが，級地が下がるほど就労している世帯の比率が
低くなっており，１級地計と３級地計との差は１２％ポ
イント近くもあることがわかる。常用雇用の構成比率
をみると１級地計で４４.２％，２級地計で３８.３％，３級地計
で２５.３％となっており，特に３級地計でその比率が極
めて低くなっている。３級地計では，日雇が１０.２％，
内職が３.２％と他の区分より高い値を示していること
も特徴的であるといえよう。また常用雇用においても
その多くが期間の定めがあるもので，期間の定めがな
い常用雇用はいずれの級地においても非常に低い比率
となっている。このことより，母子世帯は都市部にお
いては常用雇用として就労しているものは多いもの
の，その多くは期間の定めのある雇用であり，安定し
た就労機会となっておらず，生活の困窮にいたってお
り，郡部では常用雇用として就労する機会すら少な
く，より不安定な日雇や内職として就労している世帯
の比率も少なくないといえる。期間の定めのある常用
雇用，日雇，内職は，程度の差はあるにせよ，いずれ
においても賃金が低いことが推察される。
ここでは表に示していないが，これを母子世帯と
なった理由により，死別，離別，その他の３つに区分
したものをみても同様の傾向がみられることがわか
る。
最後に母子世帯の理由別被保護世帯数の構成比率を
表３－１５を用いてみていこう。離別世帯が占める比率
は，１級地計では８６.０％，２級地計では８７.４％，３級地計
では８４.８％と，いずれの級地においても非常に大きな
比率を示している。死別世帯は３％台であった。厚生
労働省「全国母子世帯等調査」（平成１５年度）によれ
ば，理由別母子世帯の構成は，死別１２.０％，離婚７９.９％
である。このことと比較すると，被保護世帯において
離別世帯の比率が高くなっていることがわかる。これ
は死別世帯には遺族年金の受給や生命保険その他の理
由によって，ある程度の経済的基盤が得られる場合が
多いのに対して，離別世帯では慰謝料や養育費の支払
われている比率の低さも加わって，生活に困窮するこ
とが多いのではないかと思われる。今後離婚率の上昇
とともに，生活に困窮し生活保護受給にいたる世帯が

増加する可能性があるといえるだろう。

４．お わ り に

以上，都市区分別に生活保護の実態をみてきた。
今回の分析でわかったことをまとめておこう。保護
率，世帯保護率ともに大都市ほど高い値を示してい
た。さらに世帯区分，世帯類型別に把握しなおしたと
ころ，都市部においては高齢単身者世帯において保護
率が高く，このことが都市区分別にみた保護率，世帯
保護率の高低に影響を与えている一因ではないかと推
察される。
また，都市区分ごとに必要とされている扶助の種類
も異なることがわかった。都市部においては郡部より
も持家率が低く，住宅扶助を受給している世帯割合が
高く，郡部では医療扶助や介護扶助など単給もできる
現物給付を受給している世帯の割合が高いことがわ
かった。
都市区分に加えて世帯業態別，世帯類型別に分析し
たところ，高齢者世帯においては都市区分にかかわり
なく，就労していない世帯の割合が高いことがわかっ
た。資料の制約上分析を行うことが出来なかったが，
このことが受給期間の長期化をもたらしている一因で
あると推察されよう。また総数から高齢者世帯を除い
た世帯でみると，常用雇用として働いているにもかか
わらず，その多くは期間の定めのある雇用であり，そ
の結果生活に困窮するという，これまでそれほど多く
生活保護の対象となってこなかった受給パターンの増
加傾向が，特に都市部においてみられるようになって
きたと読み取ることもできる結果となった。母子世帯
においては，この傾向がさらに顕著にみられた。母子
世帯では都市部においては常用雇用として就労してい
るものは多いものの，その多くは期間の定めのある雇
用であり，安定した就労機会となっておらず，生活の
困窮にいたっており，郡部では常用雇用として就労す
る機会すら少なく，より不安定な日雇や内職として就
労している世帯の比率も少なくないといえる。
現在，政府は『「福祉から雇用へ」推進５カ年計画』の

なかで，生活保護者についても就労支援事業を行って
いるところであるが，これらの地域や世帯の特性など
を十分に考慮したきめ細やかな支援が必要であるとい
えるだろう。

注

＊１ 本稿では都市の分類について，階級ではなく区分という
用語を用いた。これは都市階級には，政府統計において
よく知られた定義が別にあり，これと混同しないように
するためである。なお，区分に対し「上がる」・「下がる」
という表現はあまり適切であるとはいえないが，便宜上
このような語句を用いることとした。
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